
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 鳥取県三朝町平成22年度

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支
標 準 財 政 規 模
地 方 債 現 在 高

7,236
233.46

5,079,399
4,993,616

83,271
3,003,555
4,158,279

人(H23.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円
千円

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

-
-

17.1
36.2

％
％
％
％

市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H18  Ⅱ－２  H19  Ⅱ－２  H20  Ⅱ－２
H21  Ⅱ－２  H22  Ⅱ－２

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※　市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

人件費 類似団体内順位
48/72

全国平均
25.1

鳥取県平均
20.5

人件費の分析欄

　昨年度に比較して0.3ポイント下がっている。この要
因は退職者と新規採用者の職員構成の変更や議員
定数の減などによって下がったものです。
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物件費 類似団体内順位
13/72

全国平均
12.8

鳥取県平均
11.1

物件費の分析欄

　類似団体平均と比較すると3.2ポイント下回っている
のは、継続して行っている事務事業の見直しによる削
減、施設管理費等の削減によるもので、引き続きコス
トの削減に努めます。
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扶助費 類似団体内順位
67/72

全国平均
10.4

鳥取県平均
7.0

扶助費の分析欄

　昨年に比較すると0.6ポイント上がっている。子ども
手当の創設やその他の福祉関連事業は年々増加し
ており、これに対応する財源確保が必要となります。
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その他 類似団体内順位
56/72

全国平均
11.8

鳥取県平均
14.9

その他の分析欄

　その他に係る経常収支比率は昨年に比較して0.6ポ
イント上がっており、これは他会計への繰出金の増に
よるもので、国民健康保険・介護保険・後期高齢者医
療保険など給付費の増額に伴い繰出金も増額となっ
ているものです。
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補助費等 類似団体内順位
24/72

全国平均
10.1

鳥取県平均
10.6

補助費等の分析欄

　森林整備事業などの事業の拡大により昨年に比べ
0.4ポイント上がっているが、補助金等の検証を行い補
助金の廃止や見直しを行い経費の削減に努めていま
す。
　今後も事業の検証を行いながら補助金、負担金の
適正化を図って行きます。
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公債費 類似団体内順位
49/72

全国平均
19.0

鳥取県平均
21.4

公債費の分析欄

　過去の大型事業の元金償還などにより償還額は
年々減額となっており、昨年に比較して2.8ポイント下
がりました。
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公債費以外 類似団体内順位
35/72

全国平均
70.2

鳥取県平均
64.1

公債費以外の分析欄

≪普通建設事業費≫

　　普通建設事業費の人口1人当たりの決算額が増加したのは、

平成21年度から2カ年で取り組んだ小学校の耐震補強・改修事業

及び移動通信用鉄塔施設整備事業を行ったことによるものです。
この事業の終了により来年度は減少する見込みですが、老朽化し
た三朝保育園の改築事業、防災行政無線のデジタル化整備事業
など大型の事業を計画しており増額が見込まれます。
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